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図 1.1 ゼロカーボンとは 

出典：環境省「脱炭素ポータル」 

第 1章 計画策定の基本的事項 

１ 策定の背景と目的 

我が国ではパリ協定に定める目標等を踏まえ 2020年１０月（令和２年 10月）

に、2050 年までに温室効果ガスを国全体としてゼロにする「2050 年カーボ

ンニュートラル」を宣言しました。これを踏まえ、「地球温暖化対策の推進に関す

る法律（地球温暖化対策推進法）」が 2021 年６月（令和３年６月）に改正され、

「地球温暖化対策の推進はパリ協定の目標を踏まえ、環境保全と経済及び社会

の発展を総合的に推進しつつ、我が国における2050年までの脱炭素社会の実

現を旨とし、国民、国、地方公共団体、事業者、民間団体等の密接な連携の下に

行われなければならない」とした基本理念、また、市町村の役割として「地域の再

生可能エネルギーを活用した脱炭素化を促進する事業に係る促進区域や環境配

慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努める」ことなどが、新たに規定され

ました。 

このような背景のなか、今後、本市においても温室効果ガス排出削減は意欲

的に取り組んでいくべき課題であることを踏まえ、本市のゼロカーボンを実現す

るため、本市の自然的・社会的特性を考慮し、市域から排出される温室効果ガス

の削減目標や目標達成に向けた今後の具体的な取り組みや施策などを定める

「富津市地球温暖化対策実行計画」を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ゼロカーボンとは～ 

 

 

素）ードマップ～ 

ゼロカーボンとは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」

から、森林などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにする

ことを意味しています。カーボンニュートラルとも呼ばれています。 
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２ 計画の位置付け 

本実行計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 2１条の規定に基づ

き策定する「地球温暖化対策実行計画」であるため、同法第２条の２の基本理念

を踏まえます。 

また、策定にあたっては国の基本指針、県の「地球温暖化対策実行計画」・「カ

ーボンニュートラル推進方針」を踏まえるとともに、「富津市みらい構想」や「富津

市環境基本計画」をはじめ、富津市の各種関連計画と連携・整合を図ったなかで、

計画を推進します。 

  

図 1.2 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の位置付け 
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３ 計画の対象範囲 

本計画の対象地域は、富津市全域とし、市民の日常生活や事業者の事業活動

などあらゆる場面における温室効果ガスの排出、削減に関連した活動などを対

象とし、排出抑制による削減対象は、エネルギー起源の CO₂（二酸化炭素）とし

ます。 

なお、エネルギー起源の CO₂は、産業部門、家庭部門、業務その他部門、運輸

部門、廃棄物部門の５部門からの排出を対象とします。また、CO₂吸収による削

減対象は、森林による CO₂吸収量や海に藻場が生成されることによるブルーカ

ーボンとします。 

   計画の対象者は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の基本理念に基づき、

「市民」、「事業者」、「富津市」とします。 

 

４ 計画の策定期間 

本計画の期間は、本市の将来的な脱炭素社会の実現に向け、2024（令和 6）

年度から 2050（令和 32）年までとします。 

今後の本市における温室効果ガス排出状況等を踏まえながら、国の動向や社

会情勢の変化に対応するため、概ね５年で見直すこととします。 

また、エネルギー事情等に大きな変化があった場合は、随時見直しを行います。 

 

５ ゼロカーボンシティ宣言 

「ゼロカーボンシティ」とは、環境省が推進する取り組みで、2050 年までに温

室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを目指す旨を公表した地方自治体を

「ゼロカーボンシティ」と定義しています。 

本市においても、本実行計画の策定と合わせ、2050 年カーボンニュートラル

の実現を目指し、「ゼロカーボンシティ宣言」を表明します。 

  

対象 主な発生源 

 

 

 

エネルギー 

起源 CO₂ 

 

産業部門 

製造業における工場・事業場のエネルギー消費に伴う排出 

建設業・鉱業における工場・事業場のエネルギー消費に伴う

排出 

農林水産業におけるエネルギー消費に伴う排出 

業務その他 

部門 

事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの部

門にも帰属しないエネルギー消費に伴う排出 

家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

運輸部門 自動車における燃料、ガス、電気の消費に伴う排出 

廃棄物部門 廃棄物の焼却に伴う排出 
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出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

６ 地球温暖化の背景 

（１）地球温暖化と気候危機 

太陽から地球に降り注ぐ光は、地球の大気を素通りして地面を暖め、その地表

から放出される赤外線の熱を温室効果ガスが吸収、再放出することで地球表面と

大気が互いに暖め合います。これが温室効果です。 

産業活動が活発になり、二酸化炭素、メタン、さらにはフロン類等の温室効果ガ

スが大量に排出されて大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇

し始めており、これが地球温暖化です。(図 1.3) 

地球温暖化の主な原因は、人間の活動から生み出される温室効果ガスの増加で

あることは疑う余地がないと考えられています。1850～2020 年の傾向では、

世界平均気温が 1.1℃上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1.3 地球温暖化のしくみ 
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出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書では、気候政策を導

入しないと 2100 年の世界平均気温は、3.3℃～最大 5.7℃上昇する（1850 年

比）と予測されています。 

地球温暖化は大雨・干ばつの増加、氷河等が溶けることによる海水面の上昇、生

物活動の変化、水資源や農作物への影響等、自然生態系や社会生活全般に          

わたって、身近な問題として様々な変化を与えています。 

さらに、近年増加しているゲリラ豪雨（局地的・突発的な集中豪雨）や大型台風

の発生等にも影響を与えていると考えられています。(図 1.4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4 地球温暖化に関する主要なリスク 
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（２）世界の出来事 

地球温暖化という地球規模の問題に関して、世界中で様々な出来事があります。

主な出来事は、次の通りです。(図 1.5、表 1.1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 世界の主な出来事（説明） 

1994年 ●気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC)の発効 

大気中の温室効果ガス（CO2、メタンガス等）の濃度を気候体系に

危害を及ぼさない水準で安定化させることを目的とした条約。

154カ国が署名。 

1997年 ●京都議定書の採択 

UNFCCC における締約国会議 3回目（COP3）にて京都議定書

が採択。温室効果ガス排出を先進国は 1990 年比で一定数値    

削減義務あり、 途上国は削減義務なし。 

2014年 ●IPCC第 5次評価報告書の公表 

20 世紀半ば以降の温暖化の主な要因は、人間活動の可能性が 

極めて高いと示された。 

2015年 ●持続可能な開発のための 2030アジェンダの採択 

SDGs（持続可能な開発目標）は、2030 年までに達成するため

に掲げられた目標。持続可能な世界を実現するための 17 の       

ゴール・169のターゲットから構成されている。 

 

●パリ協定の採択 

UNFCCCにおける締約国会議 21回目（COP21）にてパリ協定

が採択。21 世紀後半に世界全体の脱炭素化（温室効果ガスの    

排出量と吸収量の均衡）達成を目標に掲げた。 

世界共通の長期目標として、産業革命前（19 世紀後半）からの   

世界の平均気温上昇を 2℃より十分下方に抑えるとともに、

1.5℃に抑える努力を継続すること等を目標に掲げた。 

図 1.5 地球温暖化に関する世界の主な出来事（年表） 
 

◎表 1.1 地球温暖化に関する世界の主な出来事（説明） 
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2019年 ●EU2050年ゼロカーボンを宣言 

2021年 ●米国 2050年ゼロカーボンを宣言 

 

●気候変動に関する首脳会議 

米国は 2030年削減目標 50～52％減（2005年比）を宣言。 

日本は 2030年度削減目標 46％減（2013年度比）を宣言、           

さらに 50％減の高みに向け挑戦を続けていく決意を表明。 

2023年 ●IPCC第 6次評価報告書 統合報告書の公表 

・人間活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き

起こしてきたことには疑う余地がなく、1850〜1900 年を基準

とした世界平均気温は 2011〜2020 年に 1.1℃の温暖化に達

したと報告。 

 

・大気、海洋、雪氷圏、及び生物圏に広範かつ急速な変化が起こっ

ている。人為的な気候変動は、既に世界中の全ての地域において

多くの気象と気候の極端現象に影響を及ぼしている。このこと

は、自然と人々に対し広範な悪影響、及び関連する損失と損害を

もたらしていると報告。 

 

・2021 年までに発表された「国が決定する貢献（NDCs）」によっ

て示唆される 2030 年の世界全体の温室効果ガス排出量では、

1850〜1900 年を基準とした世界平均気温は温暖化が 21 世

紀の間に 1.5℃を超える可能性が高く、温暖化を 2℃より低く抑

えることがさらに困難になる可能性が高いと報告。 
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（３）日本の出来事 

地球温暖化に関する日本の主な出来事は、次の通りです。(図 1.6、表 1.2) 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

年 日本の主な出来事（説明） 

1993年 ●環境基本法の成立 

日本の環境に関する、全ての法律の最上位に位置する法律。 

1998年 ●地球温暖化対策推進法の成立 

京都議定書の採択を受け、地球温暖化防止を目的とする世界最初

の法律を制定。国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地

球温暖化対策に取り組むための枠組みを定めた。 

2003年 ●エネルギー基本計画を閣議決定 

国が定めるエネルギー政策の基本方針・計画。最低でも 3年ごとに

検討。 

2011年 ●東日本大震災 発生 

●再生可能エネルギー特別措置法（FIT法）の成立 

FIT 制度（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）2012 年スタ

ート。 

2018年 ●第五次環境基本計画を閣議決定 

「地域循環共生圏」を提唱。地域循環共生圏とは、各地域が自立・分

散型の社会を形成し、地域資源等を補完し支え合う共生圏。 

2020年 ●エネルギー供給強靱化法（FIP法）の成立 

FIP制度（Feed-in-Premium制度）2022年スタート。再エネ事

業者が発電した電気を卸電力取引市場や相対取引で売電をした場

合に、基準価格（FIP 価格）と市場価格の差額をプレミアム額として

交付する制度。FITでは市場取引は免除されるが、FIPでは市場取

引が基本。 

●2050ゼロカーボン宣言 

2050 年までにゼロカーボン、脱炭素社会の実現を目指すことが

宣言された。 

図 1.6 地球温暖化に関する日本の主な出来事（年表） 

◎表 1.2 地球温暖化に関する日本の主な出来事（説明） 
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図 1.7  SDGsの 17目標 

2021年 ●地球温暖化対策推進法を改正 

  2050 年ゼロカーボンを基本理念として法に明確に位置付けられ

た。 

●第 6次エネルギー基本計画を閣議決定 

  2050 年ゼロカーボン実現に向けたエネルギー政策の道筋を示し

た。2030 年度目標達成のための電源構成:再エネ 36～38％、 

水素・アンモニア 1％、原子力 20～22％ 

●地球温暖化対策計画を閣議決定 

地球温暖化対策推進法に基づく我が国唯一の地球温暖化に関す

る総合計画で、5 年ぶりに改訂。2050 年ゼロカーボン、2030

年度目標 46％削減(2013 年度比）の実現に向けた地球温暖化

対策・施策を記載して目標実現への道筋を示した。 

●地域脱炭素ロードマップを発表 

2030年度までに最低 100カ所の「脱炭素先行地域」をつくる。 

2025年までを集中期間として政策を総動員し、人材・技術・情報・

資金を積極支援。 

2022年 ●4月 脱炭素先行地域の第１弾として 26カ所を選定 

予算を優先的に配分する等して地域の「脱炭素」の取り組みを後押

しし、全国へ広げるきっかけにしていく。 

●4月 エネルギー供給強靱化法（FIP法）制度のスタート 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～SDGｓとは～ 

 

 

素）ードマップ～ 出典：国際連合広報センター 

SDGs（持続可能な開発目標）は、2030年までに達成するために掲げら

れた目標。持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲッ

トから構成されます。 「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、貧困や

飢餓の根絶、気候変動への対応、生態系や森林資源の保全など、環境、   

経済、社会をめぐる広範な課題に、総合的に取り組むこととしています。 
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７ 市の地域特性 

（１）市の概要 

富津市は、房総半島の中西部東京湾側に位置し、南北 40 kmに及ぶ海岸線と、

緑豊かな鹿野山や、切り立った崖の鋸山など、海や山に囲まれた自然豊かなまち

です。 

東京湾に突出した富津岬は、関東の天橋立といわれ南房総国定公園にも指定さ

れています。海の展望と山の景観があり、都会も自然もアクセスのよい地域です。 

本市の総面積は205.４㎢で、千葉県総面積の約4.0%を占めており、広ぼうは、

東西 23.8km 南北 24.4kmです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.8 富津市地図 
出典：国土地理院ウェブサイト 

 

図 1.9 富津岬 図 1.10 鋸山 
写真提供：富津市商工観光課 出典：富津市観光協会 HPたび旅富津 
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図 1.11 月別気温及び降水量の推移 

図 1.12 年平均気温推移 

（２）気候 

図 1.11は富津市における月別気温及び降水量の推移になります。 

富津市は年間を通して温暖な気候で、年平均降水量は約 1,650ｍｍ（全国平均

約 1,600mm）、日照時間は約 1,960時間（全国平均約 1,900時間）となってい

ます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.12・図 1.13 は富津市における年平均気温、真夏日の年間日数の推移に  

なります。長期的に見ると、年平均気温は上昇傾向にあり、真夏日の年間日数も 

上昇傾向にあります。本市においても日本全体の傾向と同じく気候変動が進んで

いると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

気温及び降水量の推移(2006年から 2020年までの過去 15年間の平均/観測点：木更津市)  

出典：気象庁 過去の気象データ（観測点：木更津市） 
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図 1.14 富津市の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人口の推移 

富津市の人口は、1985 年（昭和 60 年）の 56,777 人をピークとして減少の

一途をたどり、2020年（令和2年）では、42,465人となっています。 

人口の減少は、生活関連サービスの縮小をはじめ、様々な分野に影響を及ぼし、

その影響により、就労機会（雇用）の減少などがもたらされ、さらなる人口減少に    

つながることが懸念されます。現在、「人口減少対策」は、富津市の最大の課題とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.13 真夏日の年間日数推移 

出典：富津市みらい構想 

国勢調査 

出典：気象庁 過去の気象データ（観測点：木更津市） 
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（4）市内のブルーカーボン 

2009年（平成21年）に国連環境計画（UNEP）の報告書において、ブルーカー

ボンが CO₂吸収源対策の新しい選択肢として提示されました。 

ゼロカーボン達成のためには自治体、企業、市民等がそれぞれできる限り CO₂

の排出を減らす努力が必要です。それでもゼロにできない排出量については、    

自治体・企業等による CO₂削減・吸収量の購入によって埋め合わせることで調整

できます。 

各主体が排出あるいは除去する CO₂に価格をつけ、自治体・企業等との間で取

引できるようにする仕組みをカーボンクレジットといいます。ブルーカーボンを定

量化して取引可能なカーボンクレジットにしたものがジャパンブルーエコノミー技

術研究組合 （以下 JBE）の Jブルークレジットです。 

CO₂排出削減に取り組む自治体・企業等が、J ブルークレジットを購入すること

で、CO₂を間接的に削減できるとともに、環境保全の取り組みを支援することが

でき、活動の広報などにより自治体・企業等の価値向上が期待できます。 

富津市として、認証された Jブルークレジットを譲渡することで、ブルーカーボン

の取り組みについて資金面の援助が受けられ、また、活動の認知度向上が期待で

きます。結果、資金面、人材面の状況改善により、取り組みの活性化が期待できま

す。                                         
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富津干潟周辺のアマモ場は、東京湾内で最大の面積です。 

市内のブルーカーボンによる CO₂吸収量の現状は、694.4～736.4 t-CO₂/

年となっており、本市の大きな特徴となっています。                                  

（図 1.16） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.16 富津市のブルーカーボンによるCO₂吸収量 

出典：環境省 第 5回自然環境保全基礎調査 海域自然環境保全基礎調査（H13～H19） 

              重要沿岸域生物調査（海辺調査)  

富津干潟周辺海域におけるアマモ類の分布 千葉県水産総合研究センター 

富津市における CO₂吸収量の現状 

694.4～736.4 トン CO₂/年 
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８ 市の取り組み 

（１）ゼロカーボンに向けた現在の主な施策・取り組み 

現状における本市の脱炭素に向けた主な施策や取り組みは次の通りです。 

 

 

（２）施策・取り組みの例 

①「令和 5年度 富津市住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金」 

本市では、家庭における地球温暖化防止の推進に加え、電力の強靭化を図る

ため、住宅用設備等を導入する方へ、補助金を交付しています。令和5年度では、

新たにプラグインハイブリッド自動車を購入した方、集合住宅用充電設備を設置

した方に対する補助を開始しました。 

2050年ゼロカーボンを実現するためにも、本申請内容による再エネ導入目

標の作成及びその実現のための政策の方向性や具体的な施策の検討と並行し、

当事業の拡充を検討します。 

 

項目 取り組み 

計画策定 

・富津市みらい構想 

・第 2期富津市環境基本計画 

・第１次地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

・富津市一般廃棄物処理基本計画（食品ロス削減推進計画） 

促進補助事業 ・富津市住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金 

推進施策 

・富津市ごみ減量の施策（富津市ごみダイエット作戦 100） 

及び食品ロス削減の啓発 

・かずさクリーンシステム（KCS）電力を富津市環境センター、 

富津市クリーンセンターなどで使用（電力の地産地消） 

・電気自動車の購入 

・富津市消防防災センターに太陽光発電設備を設置 

・防犯灯の LED化 

・森林環境譲与税の活用による森林整備 

・大佐和中学校、天羽中学校で太陽光発電設備を設置 

・富津市学校給食共同調理場（令和 7年度供用開始予定） 

で、太陽光発電設備を設置 
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補助対象設備及び補助金額 

 

②「富津市ごみダイエット作戦 100」 

   1人 1日当たりのごみの排出量を平成 29年度の 1,062gと比較して 100g     

（おにぎり約 1 個分）減らすことを目標にしました。その結果、削減できたごみ処

理経費の一部は市民生活に直結した事業（子育て支援、防災、教育など）に充て

られます。令和４年度の 1人 1日当たりのごみの排出量は 1,026gで、令和 3

年度と比べると 22gの減少となり、基準の平成 29年度と比べると 36gの減

少となりました。 

                

             

 

 

 

 

 

 

 

 

設備の種類 補助金の額 

家庭用燃料電池（エネファーム）※停電時自立運転機能あり 上限 10万円 

定置用リチウムイオン蓄電システム 上限 7万円 

窓の断熱改修 
補助対象経費×1/4 

（上限 8万円） 

電気自動車 

※太陽光発電システム及び V2H充放電設備が設置されている

場合 

上限 15万円 

電気自動車 ※太陽光発電システムのみ設置されている場合 上限 10万円 

プラグインハイブリッド自動車   

※太陽光発電システム及び V2H充放電設備が設置されている

場合 

上限 15万円 

プラグインハイブリッド自動車 

※太陽光発電システムのみ設置されている場合 
上限 10万円 

V2H充放電設備 
補助対象経費×1/10 

（上限 25万円） 

集合住宅用充電設備 

【住民のみ利用可能】 

国補助額×1/3 

（上限 50万円） 

【住民以外も利用可能】 

国補助額×2/3 

（上限 100万円） 

図1.1７ 富津市 住宅用設備等脱炭素化促進事業（令和5年度） 

 

 

 

 

 

図1.1８ 「富津市ごみダイエット作戦100」 



 

 

 

 

第 ２ 章 

温室効果ガス排出量と将来推計 

1 CO₂排出量と将来推計 

2 再生可能エネルギーのポテンシャル 
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図2.1 年度別CO₂排出量 

第 ２ 章 温室効果ガス排出量と将来推計 

1 CO₂排出量と将来推計 

（１）富津市の CO₂排出量 

2020 年度における富津市の温室効果ガス排出量は６０５千(t-CO₂)であり、

基準年である 2013年度と比較すると約 14%減少しています。 

人口減少等に伴い、各部門の排出量は全体的に減少傾向にあります。（図 2.1） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：自治体排出量カルテ 

 

 

＊各部門の構成比は四捨五入した数字であり、各部門の合計が 100％にならない場合がある 
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図2.2 2020年度における部門別CO₂排出量 

図2.3 2020年度における産業部門全体に占めるCO₂排出量の割合 

（２）部門別の CO₂排出量 

2020 年度における本市の部門別 CO₂排出量割合は、下記の図 2.2 の通り  

です。産業部門が全体の約51％を占めています。次いで運輸部門が約３１％、業務

その他部門が約９%、家庭部門が約８％の順となっています。 

産業部門の中でも、製造業の割合が約９６％と大多数を占めています。家庭部門

の割合は約８％にとどまっていますが、家庭部門では個人ですぐにできる取り組

みが多数ありますので、市民の皆さん一人ひとりの取り組みを積み重ねることが

重要です。（図 2.2） 
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図2.5 富津市のBAUシナリオ 

図2.4 将来シナリオの設定 

（３）将来推計の方法 

本市における 2050 年ゼロカーボン実現に向けた将来シナリオを設定します。

（図 2.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①BAU（Business as usual）シナリオの設定 

BAU シナリオを設定します。BAU シナリオとは、排出削減に向けた追加的対策

を行わず、省エネ技術の進展や再エネの導入が進まない場合で、今後の産業活動

や人口等の動向のみを反映した自然体のまま排出量が推移するシナリオです。 

本市の BAU シナリオでは、基準年度の 2013 年度比で、2030 年度は２９％

減、2050 年 52％減で推移します。なお、地球温暖化対策推進法の特定事業所

（製造業）については、CO₂排出量の実数を採用しています。（図 2.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千 t-CO2 
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図2.6 富津市の低炭素シナリオ 

②低炭素シナリオの設定 

国の「地球温暖化対策計画」各種省エネ対策における CO₂削減量を富津市に

反映した場合です。 

例をあげると、省エネ性能の高い設備・機器等の導入促進による、国の CO₂

削減量を(富津市/全国)で按分して算出し、さらに、富津市の森林・ブルーカー

ボンによる CO₂吸収量を反映しています。この場合、2030 年度は 42％減、

2050年は 82％減で推移します。（図 2.6） 

本市の民有林は 10,469ha あり、CO₂吸収量は２６千(t-CO₂)、都市公園

による CO₂吸収量は 1.3千(t-CO₂)に相当します。 

また、ブルーカーボンによる CO₂吸収量は 0.7千(t-CO₂)に相当します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ZEH とは、一般住宅向けの対

策で高い「断熱」性能をべースに、

高効率機器等による「省エネ」、太

陽光発電等による「創エネ」を組み

合わせ、年間の一次エネルギー消

費量の収支ゼロを目指した住宅に

なります。 

ZEB とは、ネット・ゼロ・エネル

ギー・ビルの略で、ビルや公共施

設、工場等の建築物に対して、

ZEH と同じく、「断熱」「省エネ」

「創エネ」でエネルギー消費量の収

支ゼロを目指した建築物です。 

～ＺＥＨ・ＺＥＢって？～ 

図 2.7 ZEHとは 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 
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図2.8 富津市の脱炭素シナリオ 

図 2.9 再生可能エネルギーとは 

③脱炭素シナリオの設定 

国の CO₂削減目標である 2030年度 46％減・2050年 100％減 (2013

年度比)を本市の CO₂削減目標とすると、「低炭素シナリオ」の設定などから、

2030年度は 34千(t-CO₂)を、2050 年は１３０千(t-CO₂)を追加で削減す

る必要があります。 

現状において、2030 年度までに新たに 34 千(t-CO₂)、2050 年までに 

５９千(t-CO₂)分の新規再エネ導入が必要となります。 (図 2.8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

～再生可能エネルギー～ 

 

 

素）ードマップ～ 

出典：「妙高山地熱通信」 
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図2.11 富津市のCO₂排出量 削減目標 

図2.10 富津市のCO₂排出量 BAUシナリオ削減目標 

図2.12 富津市の部門別CO₂排出量 削減目標 

（４）将来推計と本市の削減目標 

本市の BAU シナリオでは、基準年度の 2013 年度比で、2030 年度は        

2９％減、2050 年は５２％減で推移しますが、国の目標値である 2030 年度の

46％削減及び 2050年の実質ゼロには大きく及ばない状況となっています。 

このように、人口の自然減による CO₂排出量の削減は見込まれていますが、   

目標を達成するには、日々の生活から排出される CO₂の削減、事業活動から排出

される CO₂の削減、森林等による二酸化炭素吸収源の確保などの取り組みを    

計画的に推進する必要があります。 
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図2.1３ 環境省REPOSによる富津市の再エネポテンシャル 

図2.1４ 富津市の再エネ導入量 

2 再生可能エネルギーのポテンシャル 

環境省の再エネ情報提供システム（REPOS）によると、本市では太陽光発電、 

風力発電等の再エネ導入ポテンシャルは、1,014.2MW であると示されています。

（図 2.1３） 

うち、本市の再エネ導入量は、122.7MW（2021 年度）で、再エネポテンシャル

に対し約 12.1％の割合となっており、再エネ導入拡大の余地があると示されてい

ます。 （図 2.1４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊〇：短期的な重点項目、△2050年を見据えた長期の導入項目 

＊再エネポテンシャルの合計値は、地熱などその他の導入ポテンシャルの数値を含む

(2021年度) 

出典：自治体排出量カルテ、再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 
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第 3章 

基本理念と施策 

1 基本理念 

2 ゼロカーボン施策 

3 再生可能エネルギーの導入目標 
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図3.1 基本理念・基本方針・基本施策 

第 3章 基本理念と施策 

1 基本理念 

「富津市みらい構想」では、本市の将来像を「誇りと愛着を持てるまち ふっつ」

としています。次世代を担う若者たちをはじめ、市民の皆様に誇りと愛着を持って

富津市に住み続けていただくためにも、ゼロカーボン実現は重要と考えます。 

このことから、本計画の基本理念を「快適な暮らしと 豊かな自然を 次世代に

繋ぐために」とします。 

また、基本理念を実現するため、５つの基本方針と、７つの基本施策を推進する

こととしました。 
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図3.3 ゼロカーボンシティ富津 （2050年の富津市イメージ） 

 

図3.2 アンケート・ヒアリング結果 

 本計画策定のため実施した市民アンケートと、事業者ヒアリングの結果を合わせ、本計画

で示す施策の基本方針、及び具体的な施策・取り組みとの関係を図にまとめました。  
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図3.4 ５つの基本方針 

2 ゼロカーボン施策 

（１）施策の基本方針 

本市のゼロカーボン実現を目指し、次の５つを「基本方針」とし、取り組みます。 

 

① 公共施設・住宅の低炭素化、BCP（事業継続計画）対応 

② CNP（カーボンニュートラルポート）構想の推進 

③ 太陽光・廃棄物発電等の活用 

④ 移動手段の低炭素化 

⑤ 森林吸収・ブルーカーボンの促進 
BCP：地震等の自然災害が発生しても、重要な事業を中断させないための計画・対応 
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基本方針①：公共施設・住宅の低炭素化、BCP対応 
 

施策の基本方針①では、公共施設・企業事務所の低炭素化・ZEB 化、住宅の  

低炭素化・ZEH化、太陽光発電の PPAモデル普及促進を推進します。 （図 3.5） 

EMS(エネルギー・マネジメント・システム)によるエネルギー利用の最適化や、

LED 等の省エネ機器の導入によるエネルギー消費量の削減、太陽光発電・蓄電池

導入による再生可能エネルギーの有効利用による脱炭素化を目指します。  

太陽光発電・蓄電池の導入は脱炭素化のみならず、BCP対応に繋がります。 

 

 
 

 

 

 

 

図3.5 基本方針① 
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基本方針②：CNP（カーボンニュートラルポート）構想の推進 

 

  施策の基本方針②では、木更津港（富津地区）のＣＮＰ(カーボンニュートラルポ

ート)構想を推進します（図３.６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3.6 基本方針② 

出典：千葉港・木更津港 港湾脱炭素化推進協議会（千葉県）を一部加工 

県、市、立地企業の多様な取組のた
め、市単体での取組みとして進めるこ
とはできない 
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基本方針③：太陽光・廃棄物発電等の活用 

 

施策の基本方針③では、再エネ発電設備の導入や活用を推進します。 

机上検討済の再エネポテンシャルに関して、現状把握を行い導入ポテンシャルの

精査を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.7 基本方針③ 
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基本方針④：移動手段の低炭素化 

 

施策の基本方針④では、市内の交通手段の低炭素化や、輸送距離の短縮など効

率的な輸送形態の構築を推進します。（図 3.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.8 基本方針④ 
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基本方針⑤：森林吸収・ブルーカーボンの促進 

 

施策の基本方針⑤では、市民や次世代を担う子どもたちへの、自然環境・循環型

社会についての教育を行い、環境に対する正しい知識と理解を促進します。 

さらに、重要な CO₂吸収源であるブルーカーボンの推進、森林の整備、環境保

全を行い、循環型社会を推進します。（図 3.9） 

 

 
 

 

 

 

 

 

図3.9 基本方針⑤ 
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図 3.10 PPAモデルとは 

（２）今後の具体的な施策・取り組み（基本施策） 

 本市のゼロカーボン実現を目指し、次の７つを「基本施策」とし、取り組みます。 

また、これらを達成するための具体的な主な事業や取り組みを示します。 

 なお今後、効果的な事業や取り組みが生じたときは、適時、取り入れていきます。 

 

《基本施策 1》 

COOL CHOICE(クールチョイス/賢い選択)等の啓発・推進 

 

 【主な事業や取り組み】 

1 地球温暖化防止の意識向上の取り組み 

日々の生活のなかで、市民一人ひとりが地球温暖化を意識し、できること

から温暖化防止に向けて取り組むことが重要です。 

そのためには、地球温暖化の様々な情報を発信し、市民の皆様に理解して

いただくことが大切だと考えます。 

 

2 ゼロカーボンアクション３０の推進 

    「ゼロカーボンアクション３０」とは、再生可能エネルギー、住宅、移動、食品

ロス、ファッションなど 8 つのカテゴリーに分けた、「脱炭素」に繫がる行動

を示しています。 

    まずは、身近なこと、できることからの脱炭素への取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～PPAモデルとは～ 

 

 

素）ードマップ～ 

企業や住宅における太陽光発電・蓄電池設備導入を支える仕組みとして、

第三者所有モデルがあります。これは、電力会社やメーカーが太陽光発電・

蓄電池設備等を住宅や企業施設等に初期費用無料で設置し、電力購入契約

(PPA)を結んで発電電力を供給する仕組みです。 
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《基本施策 2》 

市内事業者等との連携（協力体制の構築） 

 

【主な事業や取り組み】 

1 新富地区企業等との脱炭素に向けた連携の強化 

本市の新富地区などには、多くの有能な企業や最先端技術を持った企業が

進出しており、循環型経済の構築や新たな事業展開が期待されるなど、本市に

とって、大きな財産です。 

これらの事業者と協力体制を構築することは、脱炭素の実現を推進するうえ

で、非常に重要であると考えています。 

 

2 木更津港（富津地区）のＣＮＰ(カーボンニュートラルポート)構想の推進 

  国土交通省では、「2050 カーボンニュートラル」に向け、我が国の産業や  

港湾の競争力強化と脱炭素社会の実現に貢献するため、脱炭素に配慮した港湾

機能の高度化や水素燃料等の受入環境の整備等を図るＣＮＰ(カーボンニュート

ラルポート)の形成を進めています。本構想に関して、国・県と連携して推進して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3.11 CNPの形成イメージ 

出典：国土交通省ＨＰ 
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《基本施策３》 

再生可能エネルギーの利用促進 

 

 【主な事業や取り組み】 

1 再生可能エネルギーに関する情報発信  

再生可能エネルギーとは資源に限りのある化石燃料とは異なり、一度利用

しても比較的短期的に再生が可能で、繰り返し利用できるエネルギーです。 

発電時にも地球温暖化の原因となる二酸化炭素を排出しない、環境に     

やさしいエネルギー源です。 

再生可能エネルギーを正しく理解し、活用していくことが大切だと考えます。 

 

2 太陽光発電のＰＰＡ（第三者所有型）モデルの検討  

企業や住宅における太陽光発電・蓄電池設備導入を支える仕組みで、  

第三者所有モデルとも呼ばれています。 

電力会社やメーカーが太陽光発電・蓄電池設備等を住宅や企業施設等に

初期費用無料で設置し、電力購入契約(PPA)を結んで発電電力を供給する

仕組みで、再生可能エネルギーの導入拡大が期待できます。 

 

3 化石燃料から再生可能エネルギーの転換を推進 

太陽光などをエネルギー源とする再生可能エネルギーは、枯渇すること 

なく繰り返し利用できます。また、国内でまかなうことができるため、石油や

石炭などのように海外からの輸入に依存する必要がなく、二酸化炭素も排出

されない、環境に対しやさしいエネルギーです。 

   再生可能エネルギーの導入は、持続可能な社会を達成するための      

エネルギー施策として非常に重要です。 
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《基本施策４》 

再生可能エネルギー・省エネ設備の導入促進 

 

 【主な事業や取り組み】 

１ 住宅用省エネルギー設備等（蓄電池・エネファーム・窓の断熱改修）導入促進

事業補助の拡充 

家庭における地球温暖化防止の推進に加え、電力の強靭化を図るため、 

定置用リチウムイオン蓄電システムや窓の断熱改修など、省エネルギー設備

等を導入する市民に対し、補助金を交付しています。 

省エネルギー設備等普及にあたり、当事業の拡充を検討します。 

 

2 地産地消電力の活用（廃棄物発電の公共施設での利用） 

    地域の家庭や事務所から出たごみなどを主燃料として、発電した電気を

廃棄物発電といいます。 

君津地域広域廃棄物処理事業では、廃棄物発電を活用しています。二酸

化炭素排出係数が低く、脱炭素に貢献できます。 

 

3 公共施設の省エネ最適化診断の活用 

  「省エネ」は最も脱炭素化に有効な手段ですが、省エネ最適化診断は、   

さらに一歩を推し進め、「省エネ診断」による使用エネルギー削減に加え、  

「再エネ提案」を組み合わせることで、脱炭素化を加速することができます。 

 

4 公共施設の ZEB化（LED照明・太陽光発電・高断熱化・高効率空調等）  

   ZEB（ゼブ）とは、Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル）の略称で、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費するエネルギー

をゼロにすることを目指した建物のことです。 

   本市の公共施設も可能な限り、ZEB化を目指します。 
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《基本施策５》 

電気自動車・充電設備の導入促進 

 

【主な事業や取り組み】 

1 住宅用省エネルギー設備等（EV・V2H）導入促進事業の推進 

  家庭における地球温暖化防止の推進に加え、電力の強靭化を図るため、  

電気自動車や V2H 充放電設備など、省エネルギー設備等を導入する市民に

対し、補助金を交付しています。 

省エネルギー設備等普及にあたり、当事業の拡充を検討します。 

 

2 公用車への次世代自動車の導入推進 

電気自動車等の導入の主なメリットは、温室効果ガスの排出抑制のほか、

災害時の非常用電源等としての活用が期待できます。 

今後、市が積極的に公用車への次世代自動車の導入を推進します。 

 

3 公共施設における電気自動車用充電設備の導入推進 

    電気自動車の普及にあたっては、利用者にとって、不自由のない電気   

自動車用充電設備の導入が必要です。 

また、設備の導入を推進することで、本市を訪れる観光客の利便性向上も

図ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～EV・FCVって？～ 

 

 

素）ードマップ～ 

EVは電気自動車を、FCVは燃料電池自動車を指します。それぞれモータ

ーを回す仕組みが異なっています。EVは電気を蓄電池内に蓄え、その電力

でモーターを回して走る仕組みになっています。FCVは、車に搭載されて 

いる燃料電池内で、水素ステーションから得た水素と、空気中の酸素が、  

化学反応によって発電した電気エネルギーで、モーターを回して走ります。 

 

 

図 3.12 EV・FCV 
 

出典：佐賀県 「FCVってどんな車？」 
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《基本施策６》  

ごみの減量化・資源化の促進 

 

【主な事業や取り組み】 

１ ごみの減量（ごみダイエット作戦 100）の推進 

   「富津市ごみダイエット作戦 100」とは、1人 1日当たりのごみの排出量を

平成 29年度 1,062gと比較して 100g減らすことを目標にした取り組み

で、その結果、削減できたごみ処理経費の一部を市民生活に直結した事業

（子育て支援、防災、教育など）に充てる取り組みです。 

   廃棄物の焼却等に係る二酸化炭素の排出量削減に繫がることから、   

引き続き、事業に取り組みます。 

 

2 指定ごみ袋のレジ袋化やバイオプラスチック化の検討 

レジ袋の有料化に伴い、指定ごみ袋をマイバッグとして使用できる指定 

ごみ袋のレジ袋化やバイオプラスチック（植物性の再生可能な有機資源を 

使用したプラスチック）を使用した指定ごみ袋を導入している自治体もある

ことから、本市においても実用性について検討を進めます。 

 

3 ５R、食品ロス削減などを推進 

     「5R」とは、ごみを減らすための、Rではじまる 5つの行動のことです。 

１ Refuse（リフューズ)断る：ごみになるものを断る 

２ Reduce（リデュース)発生抑制：ごみを発生させない  

３ Reuse（リユース)再使用：ものを繰り返し使う 

４ Repair（リペア)修理：ものを修理して使う 

５ Recycle（リサイクル)再生利用：資源として再生利用する 

 

      令和５年６月に策定した「富津市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、

様々な施策を進め、ごみの減量化と資源化を推進します。 

      また、同時に策定した「富津市食品ロス削減計画」に基づき、食品ロス削減

も推進します。 
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《基本施策７》 

森林資源・海洋資源等の保全を通した二酸化炭素吸収源の確保 

 

【主な事業や取り組み】 

１ 森林環境譲与税の活用 

  「森林環境譲与税」とは、国の温室効果ガス排出削減の目標達成や災害防

止を図るため、必要な地方財源を確保し、森林整備に必要な財源に充てるも

のです。この税金を活用し、地球温暖化対策の一環として森林整備等を行い、

二酸化炭素の吸収源の一つである森林の保全に向けた取り組みの推進を図

ります。 

 

２ 耕作放棄地での農業と再生可能エネルギーの融合の検討  

農業生産と太陽光発電を組み合わせることで、耕作放棄地を復活させる

取り組みが行われています。 

   営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）とは、太陽光発電パネルを   

使って日射量を調節し、太陽光を農業生産と発電とで共有する取り組みで

あることから、推進に向けた検討を行います。 

 

３ 「30by30」の取り組みの推進 

   30by30 の取り組みとは、2030 年までに陸と海の 30％以上を健全

な生態系として効果的に保全することを目指すものです。 

この施策は、生物多様性の損失を食い止め、回復させる（ネイチャー   

ポジティブ）というゴールに向けたものであり、2030 年までに達成する  

ことを目標としており、保全された自然は二酸化炭素の吸収源となることか

ら、本市も取り組みの推進を図ります。 

 

４ 森林吸収・ブルーカーボンの促進 

   本市は、山や海、豊かな自然に恵まれており、二酸化炭素の豊富な吸収源

を有している地域特性があることから、 これらの地形を活用した、森林  

吸収やブルーカーボンの促進を図ります。 

 

５ まちの緑化推進  

   まちの緑化推進は、太陽光を吸収し気温の上昇を抑えるなどヒート         

アイランド対策に繫がるとともに、市民にとって、安らぎや潤いも与えてくれ

ます。 
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3 再生可能エネルギーの導入目標 

「第２章」の脱炭素シナリオに基づき、国の CO₂削減目標である 2030 年度

46％減・2050年 100％減 (2013年度比)を本市の CO₂削減目標とすると、

2030年度は３4千(t-CO₂)を、2050年は１３０千(t-CO₂)を追加で削減する

必要があります。 

そのために必要な市内の再エネ導入量を、次のとおり想定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 期君津地域広域廃棄物処理事業が 2027 年度稼働予定で、廃棄物発電の設備容

量を反映。 

陸上風力発電の導入目標は 2050 年時点で、前述の環境省 再エネ情報提供システム

（REPOS）が示す本市における陸上風力発電の導入ポテンシャル量（149.2MW）の

10％導入を想定し反映。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3.13 2030年度・2050年の再エネ導入目標 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4章 

地球温暖化に対する緩和策 
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図 4.1 COOL CHOICE 

第 4章 地球温暖化に対する緩和策 
 

富津市では、本計画において下記の将来目標を設定しています。 

ゼロカーボンの実現には、市民一人ひとりの地球温暖化対策が重要となります  

ので、具体的なアクションプランを示します。 

  また、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」も踏まえて、アクション

プランによるCO２削減効果、節約効果を紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）COOL CHOICE(クールチョイス/賢い選択) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2030年度 

「2013年度比で CO2排出量を 46%減」を達成 

2050年目標 

政府が 2020年に示した「2050年ゼロカーボン」を達成 

 

「COOL CHOICE」は、CO2等の温室効果ガスの排出量 
削減のために、脱炭素社会づくりに貢献する「製品への  
買い替え」、「サービスの利用」、「ライフスタイルの選択」等、
日々の生活のなかで、あらゆる「賢い選択」をしていこうと 
いう取り組みです。 
図4.1に示すような項目が挙げられています。 
 

脱炭素社会の実現には、一人ひとりのライフスタイルの転換が

重要です。 

「ゼロカーボンアクション 30」にできるところから取り組んでみ

ましょう！ 

 5 つ星家電買い替えキャンペーン 

出典：「COOL CHOICE」ウェブサイト 
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図 4.2 ゼロカーボンアクション 30  

 

図4.3 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後 

（２）ゼロカーボンアクション３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」 

環境省では、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変革を促すために、衣食住

にわたる国民の将来の暮らしの全体像「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの

10年後」を提示しています。この新しい豊かな暮らしについて、住宅の断熱化や 

省エネ家電の購入に関する初期投資は必要ですが、環境に良い製品・サービスを   

選ぶことで、毎月の節約効果があることを提示しています。（図4.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱炭素社会の実現には、一人ひとりの地球温暖化対策が重要です。        
「ゼロカーボンアクション 30」とは、再生可能エネルギー、住宅、移動、    
食品ロス、ファッションなど 8つのカテゴリーに分け、「脱炭素」に繫がる行動
を示しています。「ゼロカーボンアクション 30」に関して、できるところから  
取り組んでみましょう! 

出典：「COOL CHOICE」ウェブサイト 

 

出典：「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」の概要 
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〇再エネ導入・省エネの促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SDGs 該当目標 

                 出典：「COOL CHOICE」 ウェブサイト                         
  「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの 10年後」の関連資料 
「省エネ性能カタログ」経済産業省 

市民 事業者 行政

①再エネ電気への切り替え ● ● ●
・自家消費型太陽光発電等を設置することが難しい状況でも、再

  エネ普及に貢献できる

②クールビズ・ウォームビズ
気候に合わせた服装と、適切な室温

● ● ●
・光熱費の節約

・気候に合わせた過ごしやすい服装で効率向上、健康、快適に

③節電
不要な時はスイッチOFF

● ● ●
・光熱費の節約

・火災等の事故予防

④節水 ● ● ● ・水道費の節約

⑤省エネ家電の導入
省エネ性能の高いエアコン・LED照明等

● ● ●
・電気代の節約

・健康、快適な環境づくり

⑥宅配サービスをできるだけ

　　一回で受け取る
●

・受け取り時間の指定で待ち時間を有効活用

・配達スタッフの労働時間抑制

⑦消費エネルギーの見える化
スマートメーターの導入

● ● ●
・実績との比較により、省エネを実感。光熱費の節約

・省エネをゲーム感覚で楽しみながらできる

アクション
取り組み主体

メリット

＊節約効果は年間を通じた節約金額の目安 
 

アク

ション
エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

① 使用中の電力を再生可能エネルギー由来の電力に切り換える 1,232kg/人

② 夏季の軽装等により、冷房の設定温度を1℃高くする 5.3kg/世帯 566円

② 冬季の暖かい服装等により、暖房の設定温度を1℃低くする 35.3kg/世帯 3,338円

③ 冷蔵庫の設定温度を「強」から「中」にする 30.1kg/世帯 1,910円

③ 容量6kgの4割を入れて洗う状態から、8割を入れ洗濯回数を半分にする 2.9kg/世帯 4,510円

③ 液晶テレビ(32V型)の画面の輝度を「最大」から「中間」する 13.2kg/世帯 840円

④ 節水シャワーヘッドの導入 114.3kg/世帯 11,517円

④ 節水洗濯機（ドラム式洗濯機）の導入 3.7kg/世帯 1,078円

④ 節水アダプターの導入 6.0kg/世帯 1,743円

④ 節水型トイレの導入 4.5kg/世帯 1,309円

⑤ 統一省エネルギーラベル等を参考に、省エネ性能の高い冷蔵庫に買い替える 107.8kg/台 11,413円

⑤ 統一省エネルギーラベル等を参考に、省エネ性能の高いエアコンに買い替える 69.8kg/台 7,388円

⑤ LED等高効率な照明を導入する 27.2kg/世帯 2,876円

⑥ 宅配サービスを1回で受け取る 7.0kg/人

⑦
エネルギー使用量の表示・管理システム（HEMS)やIoT家電の活用により、節

電を行う
87.5kg/世帯 9,268円
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図４.４ 省エネ家電 

省エネ家電に買い替えると省エネで、お得に！ 

家電製品は、10年の間に、年間消費電力量や電気代、機能が大きく変化して
います。例えば、テレビでは 10年前と比較して約 31％省エネになります。 
「しんきゅうさん」を用いることで買い替え前後の省エネ、節電効果を簡単に

比較することができます。 
 

出典：「COOL CHOICE」 ウェブサイト 

省エネ家電の買い替え前に 「しんきゅうさん」で比較！ 

今使っているエアコン、テレビ、冷蔵庫、照明器具、温

水洗浄便座を省エネ製品に買い替えた場合、電気代や

消費電力量、CO2排出量がどのくらい削減できるのか

調べることができます。 

ここを押さえて、もっと省エネ！ 

照明 

テレビ 

・照明器具の掃除 

・必要のないあかりはこまめに

消す 

・照明のスイッチの電源を切る

習慣をつける(リモコン機能使

用中の待機電力の削減) 

・画面を掃除する 

・適切な音量設定にする 

・画面モードを省エネモー

ドにする 

 

ここを押さえて、もっと省エネ！ 

図４.５ しんきゅうさん 
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図4.６ ZEH 

 

ZEH 

ZEHとは、高い「断熱」性
能をベースに太陽光発電等
の設備でエネルギーを創出
し、省エネ設備等でエネルギ
ーを効率的に使うことで、 
年間の一次消費エネルギー
の収支ゼロを目指す住宅で
す。 
 

出典:「COOL CHOICE」 ウェブサイト                         
「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの 10年後」の関連資料 

市民 事業者 行政

⑧太陽光パネルの設置 ● ● ●
・自家発電を地産地消でき、防災レジリエンスの向上に寄与

・FIT制度等を利用し、余剰電力は売電することが可能

⑨ZEH（ゼッチ）・ZEB（ゼブ） ● ● ●
・健康、快適な環境を享受できる

・光熱費の節約

⑩省エネリフォーム
窓や壁等の断熱リフォーム

● ● ●
・室内環境の質を維持しつつ、大幅な光熱費の削減を実現

・防災レジリエンス、防音効果の向上

⑪蓄電地・蓄エネ給湯機の

   導入・設置
● ● ●

・貯めた電気やエネルギーを有効活用することを通じて、光熱費の

節約や防災レジリエンスの向上につなげることができる

⑫暮らしに木を取り入れる ● ● ●
・温かみや安らぎ等心理面での効果、快適な室内環境

・木を使うことで、植林や間伐等の森林の手入れにも貢献できる

⑬分譲も賃貸も省エネ物件を

   選択
●

・光熱費の節約

・健康、快適な環境を享受できる

⑭働き方の工夫
テレワーク、職住近接、ワーケーション等

● ● ●
・通勤・出張等による移動時間、費用の節約

・生活時間の確保

アクション
取り組み主体

メリット

アク

ション
エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

⑧ 太陽光発電設備を設置する 919.8kg/世帯 53,179円

⑨
断熱性能の向上と太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入によって、エネル

ギー消費量を実質ゼロにするZEHを購入する
2551.0kg/世帯 152,280円

⑩ 省エネ性能の高い住宅への引っ越し・断熱リフォーム 1130.7kg/世帯 94,475円

⑩
省CO2・省エネ提案・アドバイスを行う家庭エコ診断を受診し、各家庭の実情に合

わせた対策を行う
31.5kg/世帯 4,185円

⑪ 従来型の給湯器から潜熱回収型給湯器に切り替える 70.9kg/台 6,161円

⑪ 従来型の給湯器からヒートポンプ式給湯器に切り替える 525.6kg/台 35,394円

⑪ 従来型の給湯器から家庭用燃料電池に切り替える 163.8kg/台 13,977円

⑭ テレワークにより通勤に伴う移動を削減 840.3kg/人 61,267円
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図４.７ 住宅に関するゼロカーボンアクション（ZEH） 

省エネリフォーム 

出典:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
                                                          「うちエコ診断」ウェブサイト 

図４.８ うちエコ診断 

<窓断熱の対応策２種類> 

【対応策１】 
カバー工法＋複層ガラス 

断熱リフォーム
を検討するなら、
まずは効果の高い
窓から。断熱リフォ
ームすることで室
内側の結露防止、
防音等にも効果が
あります。また製品

によっては防犯性
が向上します。 

【対応策２】 

内窓の取りつけ（二重窓） 

「うちエコ診断」で目指そう、もっと省エネな暮らし！ 

うちエコ診断は、家庭の年間エネルギー使用量や光熱水費等の情報をもと

に、専用のソフトを使って、住まいのある地域の気候や家庭のライフスタイルに

合わせた省エネ、省CO2対策を提案するものです。 

うちエコ診断士がデータを踏まえ具体

的な対策を提案。対策をとることで

CO2排出量・光熱費がどのくらい下

がるかわかる。 

CO2排出の内訳を分析し「どこから、

どのくらいCO2が出ているのか」をチ

ェック。 

エネルギー消費状況や光熱費を「見え

る化」し、他の世帯を目安にしてCO2

排出量を比較。 

エネルギー消費量の削減と光熱費の

節約という2つの視点から、どこまで

CO2排出を抑えるか目標を設定。 

✓１CO2 の排出量を確認 

 

✓2 具体的な削減目標を設定 

✓3 CO2 の排出内訳を知る ✓4 暮らしに合わせた対策を検討 
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〇移動手段の低炭素化の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図4.10 エコドライブ 

図4.９ CO2排出量が少ない交通手段の選択 

出典:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」の関連資料 

 
 

エコドライブ 

ムダなアイドリングはやめよう 

自分の燃費を把握しよう 

エアコンの使用は適切に 

図4.11 チョイス！エコカー 

市民 事業者 行政

⑮スマートムーブ
徒歩、自転車・公共交通機関で移動等

● ● ●
・健康的な生活の促進（運動量の確保等）

・自動車購入・維持費用の節約

⑯ゼロカーボン・ドライブ
再エネとEV/FCV

● ● ●
・静音性の向上、排気ガスが出ない

・ガソリン代の節約、蓄電池として災害時等に活用することも可能

アクション
取り組み主体

メリット

アク

ション
エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

⑮ 自動車を保有する代わりにカーシェアを利用する 490.5kg/台 149,247円

⑮ 近距離通勤（5㎞未満）は自転車・徒歩通勤に 161.6kg/人 11,782円

⑮ 通勤手段を自動車から公共交通機関に見直す 35.1kg/人

⑯ 自動車購入時に、次世代自動車（FCV,EV,PHEV,HV)を選択する 610.3kg/台 75,152円

⑯ ふんわりアクセル、加減速の少ない運転等のエコドライブを実施する 117.3kg/台 9,365円
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〇ごみの減量化・資源化の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「COOL CHOICE」 ウェブサイト、「mottECO」ダウンロードページ、「すぐたべくん」ダウンロードページ 

図4.13 持続可能な衣類の利用 

図4.12 食品ロス低減の取り組み 

「mottECO」 

飲食店での食品ロス削減を推進す

るため、食べ残しの持ち帰りを促す際

に活用されているロゴマークです。 

「すぐたべくん」 

食品ロス削減に向けた消費者による取り組みの1つとし

て「すぐに食べる」商品については、賞味期限・消費期限が

長い商品を購入するのではなく、陳列順に購入することが

挙げられます。このような消費行動を消費者に訴えかける

キャラクターです。 

一人あたり（年間平均）の衣服消費・利用状況 

→手放す枚数より購入枚数の方が多い現状にあり、背景には安価な大量生産が挙げられます。 

1着の服を長く大切に使うことで心を豊かにして節約することにつながります。 

市民 事業者 行政

㉑今持っている服を長く大切に

   着る
●

・着慣れた服を長く使える、愛着がわく、こだわりを表せる

・体型維持（健康管理）を心がけることができる

㉒長く着られる服をじっくり選ぶ ●
・無駄遣いの防止（消費サイクルが伸びる）

・体型維持（健康管理）を心がけることができる

㉓環境に配慮した服を選ぶ ●
・無駄遣いの防止（衝動買いを避ける）

・QOLの向上、服のできるストーリーを知る楽しみも出てくる

アクション
取り組み主体

メリット

市民 事業者 行政

⑰食事を食べ残さない ●
・適量の注文により食事代を節約できる

・食べ残しの持ち帰りが可能であれば、他の食事に充てられる

⑱食材の買い物や保存等で

　の食品ロス削減の工夫
●

・食費の節約、家庭ごみの減量

・子どもへの環境教育推進活動につながる

⑲旬の食材、地元の食材で

　 作った健康な食生活
●

・食を通じたQOLの向上

・地元の食材を地産地消により、物流コスト・排ガス等の削減

⑳自宅でコンポスト
生ごみをコンポスター等を使って堆肥化

●
・生ごみの減量、子どもへの環境教育推進活動につながる

・作った堆肥を家庭菜園やガーデニングに活用できる

アクション
取り組み主体

メリット

アク

ション
エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

⑱ 買いすぎの防止等により、家庭からの食品ロスを削減する 5.4kg/人 8,900円
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出典：「COOL CHOICE」 ウェブサイト  
「プラスチック資源循環」ウェブサイト 

   
 

図4.14 3Rの利用促進 

市民 事業者 行政

㉔マイバッグ、マイボトル等を

   使う
●

・ごみの減量

・環境を大事にする気持ちを行動で表せる

㉕修理や補修をする ●
・こだわりや物を大切にする気持ちを表せる

・自分らしいアレンジ等をして楽しむことができる

㉖フリマ・シェアリング ●
・不要な物を必要とする他の人に使ってもらい、収入にもなる

・購入・維持費用の節約

㉗ごみの分別処理 ● ● ●
・ごみの減量

・資源回収への協力による協力金やポイント還元等

アクション
取り組み主体

メリット

市民 事業者 行政

㉘脱炭素型の製品・サービスの

   選択
● ●

・バイオマス由来プラスチックを使った商品、詰め替え製品等を選ぶ

  ことで、環境負荷低減に貢献できることが分かる

㉙個人のESG投資
気候変動対策をしている企業の応援

●
・温暖化対策に取り組む企業の商品やサービスを利用・投資等に

より、環境に配慮する企業が増加し、脱炭素社会づくりに貢献

アクション
取り組み主体

メリット

市民 事業者 行政

㉚植林やごみ拾い等の活動
団体・個人による地球温暖化対策行動

● ● ●
・ゼロカーボンアクションの取り組みを発信・シェアすることで取り組み

の輪を広めることができる

アクション
取り組み主体

メリット

アク

ション
エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

㉔
マイボトル、マイバックの利用、分別等により容器包装プラスチック等のごみを削減

する
29.8kg/世帯 3,784円

アク

ション
エコアクション 年間CO2削減効果

㉘
従来のプラスチックに替わり、環境に配慮したバイオマスプラスチックを使った製品を

購入する
19.2kg/世帯
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～アクションカード～ 

 

 

素）ードマップ～ 

図4.15 アクションカード 

出典：「COOL CHOICE」 ウェブサイト  
   
   
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5章 

気候変動に対する適応策 



 

 50  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 51  

 

第５章 気候変動に対する適応策 
 

（１）気候変動影響への適応の必要性 

2015年に国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で採択された    

「パリ協定」では、気候変動の影響に対する適応策の長期目標の設定や各国の適応

計画プロセスと行動実施が求められることとなりました。これを受け、我が国では

2018年に「気候変動適応法」を公布し、2021年に「気候変動適応計画」を閣議  

決定しました。 

国の気候変動適応計画は、気候変動の影響による被害の防止・軽減、国民の  

生活の安全、社会・経済の健全な発展、自然環境の保全及び国土の強靭化を図り、

安全、安心で持続可能な社会を構築することを目指すことを目的としています。 

気候変動の影響は、地域の気候や地形、森林植生、生息動物などの自然的な  

状況、農林水産業の特徴や産業などの経済的な状況、住民の分布等の社会的な 

状況の違いにより、全国各地で異なります。このため、国の気候変動適応計画を 

踏まえ、区域に合わせた適応計画の策定が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.1 国の気候変動適応計画の概要 

出典：「気候変動適応計画」  
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（２）「緩和」と「適応」 

世界の平均気温は上昇を続けており、千葉県内においても気温の上昇により、

熱中症の増加などの健康被害リスクや、過去の観測を上回る集中豪雨、農作物の

収穫などにその影響が現れています。 

地球温暖化の対策には、その原因物質である温室効果ガス排出量を削減する

「緩和」と、気候変化に対して自然生態系や社会・経済システムを調整することに 

より気候変動の悪影響を軽減する「適応」の２本柱があります。 

気候変動を抑制するためには、「緩和」が最も必要かつ重要な対策であるものの、

その効果が現れるには長い時間がかかり、また最大限の排出削減努力を行っても、

過去に排出された温室効果ガスの大気中への蓄積があり、ある程度の気候変動は

避けられません。 

気候変動により異常気象が将来は頻繁に発生したり深刻化したりすることが懸

念されており、変化する気候のもとで悪影響を最小限に抑えるには「適応」が   

不可欠となります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.2 気候変動対策における「緩和」と「適応」の概要 

出典：「気候変動適応計画」  
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（３）適応策の推進 

地球温暖化・気候変動による影響は、様々な分野にわたります。本計画の適応策

では、「健康対策」、「農林水産業対策」、「災害対策」の３つの部門における気候変動

に伴い予測される影響について整理し、それに対する適応策を推進していきます。 

 

部門 取り組み 

① 健康対策 

富津市 ： 熱中症、感染症の予防に関する対策や情報発信 

市民・事業者 ： 熱中症、感染症の予防に向け、こまめな水分補給や、    

うがい手洗いの励行などを推進 

② 農林水産業

対策 

富津市 ： 国や県、各団体と連携し、温暖化に適した農林水産業を推進 

市民・事業者 ： 気候変動に対応した農林水産業を推進、地産地消への 

協力 

③ 災害対策 
富津市 ： 防災に関する情報発信や出前講座等の開催。防災体制の強化等 

市民・事業者 ： 非常用備蓄、防災ハザードマップの確認等、災害への備え 

 

① 健康対策 

健康においては、気温上昇による熱中症搬送者の増加や死亡リスクの増加が 

報告されているほか、全国的にも感染症のリスクが高まっていくことが予想され 

ます。今後も、気温上昇による熱中症搬送者の増加や蚊などを媒介とする感染症

リスクの拡大が危惧されています。熱中症、感染症の予防に関する対策や情報  

発信を行うとともに、感染症対策に取り組んでいきます。 

② 農林水産業対策 

農業・林業においては、気候変動が原因と考えられる農産物や畜産物、きのこ類

の品質低下や生育障害などの影響が懸念されます。今後は、収量の低下や栽培 

可能品種の変化などが予想されており、計画的な出荷が困難となる可能性があり

ます。 

水産業においては、海水温の変化による海洋生物の分布域の変化や藻場の減少

による漁獲量の減少が懸念されます。今後は、赤潮の発生による二枚貝等のへい

死リスクの上昇、海洋酸性化による貝類養殖への影響が懸念されています。国や

県、各団体と連携し、温暖化に適した農林水産業を推進していきます。 

③ 災害対策 

災害においては、記録的な豪雨、暴風をもたらす台風などの影響により、様々な

風水害や沿岸部では高潮の被害も懸念されます。今後も、線状降水帯や台風によ

り、洪水氾濫などの豪雨、暴風災害の増加が想定されるとともに、気候変動による

海面上昇が予測されるため、高潮のリスクも高まると想定されます。防災に関する

情報発信や出前講座等の開催や、防災体制の強化に取り組んでいきます。
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計画の推進・進行管理 
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第６章 計画の推進・進行管理 
 

（１）各主体の役割 

各主体（市民・事業者・富津市）が、家庭や地域、学校や職場などにおいて、環境

に関する取り組みを確実に行う必要があります。また、環境に関する取り組みを各

主体が行う際には、お互いに協力し連携していくことも必要です。 

① 市民・事業者 

市民・事業者は、それぞれの取り組みについてできることから率先して実施して

いきます。なお、各取り組みの実施に際しては、必要に応じて市の支援協力や環境

情報の提供を受けます。 

② 富津市 

富津市は、市民・事業者の温室効果ガスの削減等に向けた活動に対する支援協

力を行います。また、市民・事業者に対して、温室効果ガスの削減等について情報

提供を行うとともに、温室効果ガスの削減に向けた取り組みの普及啓発を図りま

す。 

本計画に基づく取り組みや事業の円滑な推進に向け、適切な予算措置を講じ 

ます。 

 

（２）進行管理・評価 

庁内組織である「富津市地球温暖化対策実行計画検討委員会」において、施策

の検討を行います。 

事業の進捗については、主に施策別の進行状況及び効果に基づき、       

スケジュールや直近のアクションなどを実態に即した形で整理し、本計画の持続 

可能性を担保するため、必要に応じて計画の見直しを行います。 

なお、これらの検討結果などは、適時、「富津市環境審議会」に報告のうえ、委員

からの意見を反映させます。 

まずは、2030年度の目標に向けて、進行管理を進めて行きます。（図6.1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図6.1 計画の推進・検討 
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（3）実施状況の公表 

 地球温暖化対策推進法第 21条第 15項に基づき、温室効果ガスの排出量及び

削減への取り組み状況については、毎年 1回、その数値等をホームページなどで

公表します。 
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巻末資料 アンケート・ヒアリング調査結果 

1 市民アンケート 

脱炭素・再生可能エネルギーの導入に関する市民アンケート調査結果 

 

 

 

お住まいの地区 

回答 回答（件） 割合(％) 

富津地区 178 50.1% 

大佐和地区 89 25.1% 

天羽地区 88 24.8% 

性別 

回答 回答（件） 割合(％) 

男性 165 45.8% 

女性 195 54.2% 

年齢 

回答 回答（件） 割合(％) 

18歳～29歳 58 16.0% 

30代 76 21.0% 

40代 89 24.6% 

50代 32 8.8% 

60代 55 15.2% 

70歳以上 52 14.4% 

居住年数 

回答 回答（件） 割合(％) 

3年未満 20 5.5% 

3～5年 24 6.6% 

6～10年 32 8.8% 

11～15年 32 8.8% 

16～20年 31 8.6% 

21年以上 223 61.6% 

家族構成 

回答 回答（件） 割合(％) 

単身世帯（ひとり暮らし） 32 8.9% 

1世代世帯（夫婦のみ） 58 16.1% 

2世代世帯（親と子） 191 52.9% 

3世代世帯（親と子と孫） 57 15.8％ 

その他 23 6.4% 

 

【対象】富津市内の住民 

【回答】370/1000人 （回答率 37.0％） 

※回答の件数は無回答等もあるため合計は必ずしも 370 にならない。また、割合は小数

点以下第 2位を四捨五入しているため合計は必ずしも 100％とはならない。 
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1-1 市民アンケート 要点 

地球温暖化について 

「よく知っている」、「なんとなく知っている」という回答を合わせて約 9割を占

め、認知している方が多い。 

情報収集手段は、「テレビ・ラジオ」が 83.1％、「インターネット・パソコン通信」

が 54.8％、「新聞・雑誌・書籍」が 41.1％と高い結果となった。 

なお、地球温暖化が進むことによる懸念事項は「気候変化により、農作物や水

産物が、採れなくなる」、「集中豪雨などが増え、洪水が頻発する」などが多かっ

た。 

 

再生可能エネルギー 

導入への賛否 

「非常に良いと思う」、「良いと思う」という回答を合わせ

て約 9 割を占め、賛成の方が多い。種別の再エネでは、住

宅や公共施設など太陽光の設置を推進してほしいという

回答が多い。 また、廃棄物発電の設置を推進してほしい

という回答も 38.2%あり高い結果となった。 

導入について 

自宅での使用電力について、「既に使用している」、「今

後使用予定」、「使用したいが、具体的な予定はない」とい

う回答が、75％以上を占めた。 

導入の課題 

自宅での再エネ導入への課題について、「費用が高い」

ことが過半で一番多くの割合を占めた。 

再エネ導入の必要性を感じていないと回答した方は、

「景観悪化への懸念」「将来的な設備の廃棄に対する懸念」

という理由が多かった。 

 

脱炭素に向け、特に市で取り組んで欲しいことについて 

 「ごみの減量化・リサイクルの推進」、「子どもに対する環境教育の推進」、「公共

施設での再エネ導入」などの割合が多かった。 

 

地球温暖化対策を進めていくなかで、一体として取り組むべき富津

市の地域課題について 

「公共交通の利便性」、「防災機能の強化」、「働く場所の確保」、「森林や藻場等の

整備」が 3割以上と多くを占めた。 

 



 

59 

 

1-2 市民アンケート 結果全体の考察（分析） 

 以下に、市民アンケート・事業者ヒアリングの結果と、富津市地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）で示す施策の基本方針、及び具体的な施策・取り組みとの関係

を図にまとめた。アンケート・ヒアリングの個々の分析内容と施策の基本方針、及び

具体的な施策・取り組みとの関係は後述する。 
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 以下に市民アンケート結果の考察をまとめ、各考察の後に富津市地球温暖化対

策実行計画（区域施策編）で示す施策の基本方針と、具体的な施策・取り組みとの

関係を示す。 

 

 

（１）地球温暖化防止の意識 

問4の回答結果によると、「節電行動、省エネ機器の購入」、「ゴミの削減リサイク

ル」、「フードロス削減」、「エコドライブ（アイドリングの削減等）」の多くの地球温暖

化防止の取り組みについて、「常に取り組んでいる」「時々取り組んでいる」「今後取

り組みたい」の回答が多くなっており、地球温暖化防止の意識が高いと思われる。 

 

⇒施策・取り組み①COOL CHOICE（クールチョイス/賢い選択）等の啓発・推進 

 

 

（２）省エネ機器・省エネ住宅の導入 

問 5 の回答結果によると、省エネ性能の高い照明設備や省エネ家電は導入済み

が多い。省エネ型住宅の建設は「導入しない」が多いが、省エネリフォームについて

は「既に導入している」、「今後、導入する予定がある」、「今後、導入してみたい」を

合わせた回答が「導入しない」より多いことから、費用の面が解決されれば省エネ

型住宅の導入意向も大きいと推察される。 

また、高効率給湯器、エネルギー管理システム、家庭用燃料電池、蓄電池、次世代

自動車についても「既に導入している」、「今後、導入する予定がある」、「今後、導入

してみたい」を合わせると「導入しない」より多く、これらの省エネ化の意向は高い

と思われる。 

 

⇒基本方針①公共施設・住宅の低炭素化、BCP（事業継続計画）対応 

⇒基本方針④移動手段の低炭素化 

⇒施策・取り組み④再生可能エネルギー・省エネ設備の導入促進 

⇒施策・取り組み⑤電気自動車・充電設備の導入促進 
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（３）再生可能エネルギーの導入 

問 6の回答結果によると、再生可能エネルギーの導入について、「非常に良いと

思う」「良いと思う」を合わせて 80%以上となっている。また、問 7 の推進してほ

しい再生可能エネルギーでは太陽光発電システムと廃棄物発電が高い結果となっ

ており、再生可能エネルギーの導入意識が高く、再生可能エネルギーの種類として

は、太陽光発電と廃棄物発電が望まれていることが伺える。 

問 9 の回答結果によると、自宅で使用する電力について、再生可能エネルギー

を「既に使用している」「今後使用予定」「使用したいが、具体的な予定はない」とい

う使用したい意向が 75%以上あり、また、問 10 では再生可能エネルギーを使用

する方法としては、「太陽光発電システムの導入」が 80%以上となっていることか

ら、自宅での使用は太陽光発電システムの設置が望まれていると推察される。 

 

⇒基本方針③太陽光・廃棄物発電等の活用 

⇒施策・取り組み③再生可能エネルギーの利用促進 

 

 

（４）市で取り組んで欲しいこと 

問 12の回答結果によると、脱炭素に向けて市で取り組んで欲しいこととしては、   

「ごみの減量化・リサイクルの推進」が優先的に取り組むべきとする回答が多い。 

 

⇒施策・取り組み⑥ごみの減量化・資源化の促進 

 

 

（５）地球温暖化対策と一体として取り組むべき地域課題 

問 14の回答結果によると、地球温暖化対策を進めていくなかで、一体として取

り組むべき富津市の地域課題として「公共交通の利便性」「防災機能の強化」「働く

場所の確保」「森林や藻場の整備」が3割以上と多くを占めたことから、これらの課

題に取り組む要望が高いと思われる。 

 

⇒基本方針①公共施設・住宅の低炭素化、BCP（事業継続計画）対応 

⇒基本方針④移動手段の低炭素化 

⇒基本方針⑤森林吸収・ブルーカーボンの促進 

⇒施策・取り組み⑦森林資源・海洋資源等の保全を通した二酸化炭素吸収源 

の確保 
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50.7%

59.4%

64.9%

37.3%

20.4%

22.3%

29.7%

1.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 氷河や南極の氷が溶けて海面が上昇する

2. 集中豪雨などが増え、洪水が頻発する

3. 気候変化により、農作物や水産物が、採れなくなる

4. 気温が上昇し、熱中症などが増える

5. 海面が上昇し、土地などの資源が失われたり、砂浜が減少する

6. 降雨量が変化し、水不足が懸念される

7. 気候変化により、動植物などの生態系が変化する

8. 心配していない

9. その他

1-3 アンケート調査結果 

問 1. あなたは、地球温暖化（二酸化炭素等の温室効果ガスが大気中で増加することに 

より、地表、大気及び海水の温度が上昇する現象）がどのようなものか知ってい

ますか。(単回答) 

【結果】 

「よく知っている」、「なんとなく知っている」という回答を合わせて、知っているとい

う回答が約 9割を占める。 

  

 

問2. 地球温暖化が進むと、次のような影響が考えられますが、あなたが心配すること 

を３つまで選んでください。（複数回答） 

【結果】 

「気候変化により、農作物や水産物がとれなくなる」が 64.9％、「集中豪雨などが増

え、洪水が頻発する」が 59.4％、「氷河や南極の氷が溶けて、海面が上昇する」が

50.7％と過半を超える結果となった 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.4%

62.2%

8.8%

1.6%

よく知っている

なんとなく知っている

あまり知らない

全く知らない
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10.9%

4.4%

10.6%

15.3%

41.1%

13.9%

83.1%

54.8%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1. 学校の授業など

2. 地域活動を通じて

3. 友人との会話

4. 国・県・市などの広報誌

5. 新聞・雑誌・書籍

6. 家族との会話

7. テレビ・ラジオ

8. インターネット・パソコン通信

9. その他

問 3. あなたは地球温暖化問題に関する情報を主にどこから得ていますか。 

当てはまる項目すべてに回答ください。（複数回答） 

【結果】 

「テレビ・ラジオ」が 83.1％、「インターネット・パソコン通信」が 54.8％、「新聞・雑誌・

書籍」が 41.1％と高い結果となった 

 

 

問 4. あなたが、地球温暖化防止のため実施している取り組み、また、今後取り組みた

いものはありますか。それぞれの取組について、最も当てはまる項目に一つ○

をつけてください。（単回答） 

【結果】 

「節電行動、省エネ機器の購入」、「ごみの削減・リサイクル」、「フードロス削減」、「エコ

ドライブ（アイドリングの削減等）」の回答が多い結果となった 
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問 6. 再生可能エネルギーの導入について、どのように思いますか。 

1つ選んで〇をつけてください。（単回答） 

【結果】 

「非常に良いと思う」、「良いと思う」という回答が合わせて 89.1%と大多数を占め

る。 
 

問 5. 家庭の省エネ化に役立つ省エネ機器（エネルギー消費量が少ない機器）について

伺います。あなたのご自宅で導入しているものはありますか。また、導入してい

ない場合は今後の意向について教えてください。それぞれの取組について、最

も当てはまる項目に一つ○をつけてください。（単回答） 

【結果】 

「省エネ性能の高い照明（LED、自動消灯等）」、「省エネ家電（省エネ性能の高い冷蔵

庫、エアコン等）」が、すでに導入している、今後、導入する予定がある、の回答が多い

結果となった 

 

 

 

  

45.1%

44.0%

6.6%
3.3%

1.1% 非常に良いと思う

良いと思う

どちらでもよい

特に必要とは感じていな

い

その他
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48.2%

51.8%

24.2%

18.5%

27.0%

38.2%

34.2%

17.3%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. 太陽光発電システムの導入(住宅)

2. 太陽光発電システムの導入(公共施設)

3. 太陽光発電システムの導入(未利用地)

4. 陸上風力発電

5. 洋上風力発電

6. 廃棄物発電

7. 太陽熱

8. 地中熱

9. その他

問 7. 問 6で「非常に良いと思う」、「良いと思う」とお答えした方にお伺いします。 今 

後、推進して欲しい再生可能エネルギーは何ですか。あなたが、推進して欲しい 

項目を３つまで選んでください。(複数回答) 

【結果】 

住宅や公共施設など太陽光の設置を推進してほしいという回答が多い。また、廃棄物

発電の設置を推進してほしいという回答も 38.2%あり高い結果となった 

  

 

 

 

 

 

問 8. 問 6で「特に必要とは感じていない」とお答えした方にお伺いします。 

その理由は何ですか。1つ選んで〇をつけてください。（単回答） 

【結果】 

「景観悪化への懸念」「将来的な設備の廃棄に対する懸念」という回答が多い 

   

24.0%

12.0%

36.0%

20.0%

8.0% 景観悪化への懸念

騒音・水質汚染など環境への影響の

懸念

将来的な設備の廃棄に対する懸念

他に優先事項があるから

その他
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88.0%

4.0%

6.7%

2.7%

0% 50% 100%

1. 太陽光発電システムの導入

2. 太陽光発電システム以外の再生可能エネルギーの導入

3. 電力会社から再生可能エネルギー由来の電気を選択して購入

4. その他

問 9. あなたは、ご自宅で使用する電力について再生可能エネルギーを使っています 

か。1つ選んで〇をつけてください。（単回答） 

【結果】 

「既に使用している」、「今後使用予定」、「使用したいが、具体的な予定はない」という

回答が、75％以上を占めた 

 

  

 

問 10. 問 9で「既に使用している」「今後使用予定」とお答えした方にお伺いします。 

どのような方法で使用していますか。または使用する予定ですか。 

当てはまる項目すべてに回答してください。（複数回答） 

【結果】 

「太陽光発電システムの導入」が 88％と大多数を占めた 

  

 

 

 

 

 

15.3% 2.7%

59.0%

21.9%

0.8%

既に使用している

今後使用予定

使用したいが、具体的な予定はない

使用について全く検討していない

その他
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問 11. 問 9で「使用したいが、具体的な予定はない」「使用について全く検討していな 

い」とお答えした方にお伺いします。その理由は何ですか。 

1つ選んで〇をつけてください。 (単回答) 

【結果】 

「費用が高い」が 57.2％と過半で一番多くの割合を占める 

  

 

 

問 12．脱炭素に向け、特に市で取り組んで欲しいことは何ですか。それぞれの取組につ

いて、最も当てはまる項目に一つ○をつけてください。（単回答） 

【結果】 

  「ごみの減量化・リサイクルの推進」を優先的に取り組むべきと回答した割合が最多で

あった 

 

5.3%

11.2%

14.4%

57.2%

5.6%
6.3% 興味がない

他の事と比べ優先順位が高くな

い

活用にあたり進め方などがよくわか

らない

費用が高い

設置可能な場所がない

その他
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51.9%

31.3%

71.2%

62.9%

7.7%

36.5%

5.2%

1.6%

0% 50% 100%

1. 地球温暖化防止のために国や千葉県、富津市等が行っている取組に関する情報

2. 地球温暖化の原因・メカニズム等に関する情報

3. 地球温暖化が私たちの生活に及ぼす影響・起きている現象・被害に関する情報

4. 地球温暖化防止のために行動すべき具体的な取組やその他の効果に関する情報

5. 地球温暖化防止のために活動している市民団体やNPOに関する情報

6. 地球温暖化防止の取組を支援する制度(助成制度、表彰制度等)に関する情報

7. 地球温暖化防止に係るシンポジウムや講習会の開催に関する情報

8. その他

43.6%

46.6%

22.5%

37.5%

30.1%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1. 防災機能の強化

2. 公共交通の利便性

3. 観光地としての活性化

4. 働く場所の確保(産業の誘致・活性化)

5. 森林や藻場等の整備

6. その他

 

 

 

 

 

問 13．あなたが今後、地球温暖化に関する取り組みを積極的に進めるためには、どのよう

な情報が必要だと思いますか。あなたが、最も大切だと思う項目を３つまで選んで

回答ください。（複数回答） 

【結果】 

  「地球温暖化が私たちの生活に及ぼす影響・起きている現象・被害に関する情報」の回答

が最多であった 

 

問 14．地球温暖化対策を進めていくなかで、一体として取り組むべき富津市の地域課題

は何だと思いますか。あなたが、最も大切だと思う項目を２つまで選んで回答くだ

さい。（複数回答） 

【結果】 

  「公共交通の利便性」、「防災機能の強化」、「働く場所の確保」、「森林や藻場等の整備」が

3割以上と多くを占めた 
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2 事業者ヒアリング 

脱炭素・再生可能エネルギーの導入に関する事業者ヒアリング調査結果 

 

 

業種 
脱炭素の意向 

・取り組み 

現在の再エネ導入状

況と今後の方向性 
課題・その他 

製造業 

6社 

・容器包装リサイクル法

に基づく廃プラスチック

の再商品化事業による

CO2 削減。工場内の照

明設備の LED 化。外部

専門家による省エネ診

断を行い、更なる省エネ

対応を実施してくこと

を検討している。 

 

 

・工場敷地内に太陽光発電

設備を設置し、管内電力会

社に売却している。廃プラ

スチックの再商品化事業、

物流用パレット製造事業に

おける処理・製造能力の増

強を検討しており、処理・製

造能力の増強に当たって

は、省エネ性能の高い設備

や機器を優先的に採用した

いと考えている。 

・富津市のプラスチック

ごみの再商品化への貢

献による、CO2削減。 

・CO2 削減に寄与する

設備投資等への補助金

制度。 

・急騰する燃料や電力

費等の中小企業向け補

助制度。 

 

 

・CO2 削減目標及びゼ

ロカーボン計画につい

ては、現在のところ、策

定していない。 

 

 

 

 

 

・事務所について輻射熱の

特性を生かした「次世代型

輻射式空調」を採用し、一

般的な空気空調と比べて

50%以上環境負荷を削減

した。また太陽光発電パネ

ルで毎年 43万 kWhの再

生可能エネルギーを生産し

ている。 

・企業向けにどの様な

支援策があるのか知り

たい。 

 

 

 

 

 

 

・ グ ル ー プ 全 体 で

2030 年に CO2 を

2018年比55%削減、

2050 年に総排出量約

1億 tを目指す。 

・2026年を目途に事業所

全体の照明設備を LED 交

換予定。 

 

 

 

・必要な支援は欲しい。 

 

 

 

 

・ＴＣＦＤ提言に基づく情

報開示に伴い2030年 

2021 年度比 46％、

2050 年カーボンニュ

ートラル。 

 

・工場内に風力発電２基と

ソーラーパネルを設置。ま

た、上空を活用するソーラ

ー事業を実施。今後は洋上

風車向けタワーの制作に取

り組む。 

・市の支援希望は特に

ないが、実現するなら

電動バスも視野に入れ

た通勤バス事業など。 

 

 

・親会社が 2030 年に

カーボンニュートラルの

実現をコミットしている

のでそれに準じて活動

している。 

・エコキュート等の導入、照

明設備の LED 化、省エネ

機器の導入、再エネ由来電

力の購入。 

 

・可能であれば市から

の費用負担の援助。 

 

 

 

・2030 年に CO2総排

出量 を 2013 年 比

30%削減、2050年主

要国内連結子会社でカ

ーボンニュートラル。 

・再エネ導入計画はない

が、省エネ技術の研究開発

を実施。 

・CCUS に関連して、生

物による固定、吸収を

実施。藻場造成技術の

実用化。 

 

【対象事業者数】 22社 

 



 

70 

 

 

業種 
脱炭素の意向 

・取り組み 

現在の再エネ導入状

況と今後の方向性 
課題・その他 

発電事業 

2社 

・2050 年において国

内外の事業のCO2ゼロ

エミッションに挑戦。

2035 年度までに国内

事業からのCO2排出量

について 2013年度比

60%以上の削減を目

指す。 

・火力発電によりグリーン

な燃料の導入を進め、発電

時に CO2 を排出しないゼ

ロエミッション火力を追求

する。 

 

 

 

・事業者にとって過度な

負担とならない施策に

してほしい。早めの情報

提供と事業者の意見反

映を望む。 

 

 

 

・再生可能エネルギー発

電事業のため、事業自

体が脱炭素に大きく寄

与している。 

・砂取り跡地にメガソー

ラーを建設、運営してい

る。 

・再生可能エネルギー発電

事業のため、事業自体が脱

炭素に大きく寄与してい

る。ただし、現状 FIT 制度

を活用しているため地域で

電力を活用することが難し

い。 

・地域にある再エネの施

設のため、環境教育等

は積極的に受け入れた

い。その際には市と協

力して取り組みたい。 

観光業 

１社・1協会 

・照明設備のＬＥＤ化、車

両、空調機器の入替え、

消耗品（ストローやレジ

袋など）の代替素材へ

の転換を検討、実施。 

・業務用電力は新電力によ

り再エネ（自然エネルギー）

調達。今後も積極的に検

討、実施。 

 

・市内の観光について、

観光資源や観光スポッ

トが少なく、認知度が低

い。また、アクセス道路

の整備、君津スマートイ

ンターチェンジの大型

バス通行、フル規格化。 

地域の人口減少、人手

不足対策が必要。 

農業 

1組合 

・各事業所、集荷場等の

照明設備をＬＥＤへの変

更。 

・今後、太陽光パネル及び、

蓄電池の設置を検討。 

・高齢化による離農問

題、基盤整備を含めた、

今後の農地が課題。 

漁業 

４組合 

・省エネの取り組みとし

て、エンジンの４サイク

ル化、省エネ運転、船舶

の定期清掃、照明設備

の LED化などを実施。 

・導入ない。 

 

 

 

 

・海水温が上がり、漁獲

量が減っている。藻場

ではアマモは多い。 

 

 

・同上 

 

 

・導入ない。 

 

 

・藻場再生技術を持つ

事業者と藻場再生の取

り組みを検討している。 

・同上 

 

・再エネの導入は難しいと

の意見。 

・海浜の清掃。また、砂

が堆積してアマモが少

なくなってきた。 

交通運輸 

事業 

2社 

・省エネの取組として、

船舶運航時の省エネ運

航、ターミナル内の節

電。 

・今後の方向性として船舶

建造時（未定）に脱炭素に

向けた船舶の建造（電気推

進、バイオ燃料）。 

・課題としてフェリー乗

降客の二次交通の整

備。設備導入時の費用

補助。 

・アイドリングストップ、

照明設備の LED化。 

・EV バスを導入した路線

がある。 

・運転手不足。赤字路線

の補填継続。 

小売業 

1社 

・EV 充電器、屋上太陽

光の設置。館内共用部

の照明設備を LED化。 

・2025 年までに国内店舗

において実質的に CO2 フ

リー電力での運営を実現。 

・無し。 
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業種 
脱炭素の意向 

・取り組み 

現在の再エネ導入状

況と今後の方向性 
課題・その他 

ブルー 

カーボン 

1団体 

・カジメ藻場の再生活

動、モニタリング、配偶

体技術を活用した養

殖。 

活動の継続と勉強会、見学

会の実施。 

J ブルークレジット認証

を通じて、漁協、ダイバ

ー、企業による協働モニ

タリング、再生事業を実

施。 

住宅 

メーカー 

   1社 

・事業として太陽光発電

の導入、カーボンニュー

トラルの取組を実施。 

・太陽光発電、ZEH、蓄電

池、EV スタンドの普及。自

治体のカーボンニュートラ

ルの取り組み。 

・富津市でも積極的に

取り組みたい。 

千葉県 

1課 

・木更津港のカーボンニ

ュートラルポートの計画

を進めている。 

・カーボンニュートラルポー

トの将来ビジョンを今後作

成。 

・港湾脱炭素化推進協

議会の構成員として協

力をお願いしたい。 

廃棄物 

1社 

・令和 6 年 2 月より廃

棄物処理施設の建築工

事着手予定。 

・廃棄物を処理する際に発

生する熱量を利用して発電

する計画。当事業におい

て、令和４年３月に再生可

能エネルギー発電事業の認

定を受けている。 

・発電電力の一部を地

産地消電力として、地

域のエネルギー施策に

貢献したい。 
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2-1 事業者ヒアリング 要点 

脱炭素について 

認知しており、現状の取り組みとして省エネに取り組んでいる事業者がほとんどであ

った。再エネ導入に関しては導入済みの事業者や、これから導入に向けて検討している

事業者が多かった。しかし、再エネ導入に向けた課題としては、費用が最大の課題であり

導入に向けたハードルとなっている。地域特性を活かしたブルーカーボンの取り組みに

期待する声や、推進する事業者もいた。 

 

ヒアリング 

製造業 

多くの事業者は脱炭素に取り組んでおり、2050 ゼロカーボ

ンの計画策定についても策定済の事業者が多かった。 

事業者の中には、自社以外の脱炭素を支援する事業者もあ

り、ブルーカーボンに関する取り組みを推進する事業者もあっ

た。 

発電事業 

事業者全体として省エネに取り組んでおり、ゼロカーボン計

画についても策定済み。 

 なお、再生可能エネルギー導入拡大を前提に再生可能エネルギ

ーの開発導入に努めており、脱炭素に向けた燃料への転換は、

まだ技術開発段階であり課題は多い。 

観光業 

照明設備の LED 化などに取り組んでいる事業者があり、消

耗品(ストローやレジ袋など)の代替素材への転換を検討してい

る事業者もあった。                              

観光に関しては、認知度が低いと課題にあげられていた。 

農業 
各事業所、集荷場等の照明設備のＬＥＤへの変更を実施して

おり、今後は太陽光パネル・蓄電池の設置を検討している。農業

の課題としては、高齢化による離農問題があげられていた。 

漁業 

省エネの取り組みとして、省エネ運転、船舶の定期清掃などを

実施している。海水温が上がることで、生息する魚介類が変化

していることが課題としてあげられていた。ブルーカーボンに

関する取り組みを積極的に進める関係者の声もあった。 

交通運輸事業 
EV のバスや船舶を増やしていきたいが、費用が課題となっ

ている。バスに関しては運転手の確保も課題。 

小売業 
照明設備の LED 化などに取り組んでいる。施設を活用して

市の広報活動に協力している。 

 

ブルーカーボン 
カジメ藻場の再生活動、モニタリング、配偶体技術を活用した

養殖によって Jブルークレジットの認証取得。 

住宅メーカー 
太陽光発電の導入、カーボンニュートラルの取り組みを行っ

ている。 

千葉県 カーボンニュートラルポートの計画を進めている。 

廃棄物 
廃棄物を処理する際に発生する熱量を利用して発電する計

画を進めている。 
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2-2 事業者ヒアリング 結果全体の考察（分析） 

以下にヒアリング結果の考察をまとめ、考察の後に富津市地球温暖化対策実行

計画 （区域施策編）で示す施策の基本方針と、具体的な施策・取り組みとの関係を

示した。 

 

（１）再生可能エネルギーの導入・省エネの取り組み 

製造業の多くの事業者や発電事業者は脱炭素の取り組みを進めている。自社の

脱炭素のみでなく、省エネや再エネ導入を支援する事業者もあるので市と連携し

て脱炭素化を進めることが期待される。農業・漁業・交通運輸事業者等は、再エネ

導入に関して現状では難しい部分もあるが、省エネの取り組みは進められている

ので、策定する富津市の実行計画に従って脱炭素化に取り組むことが期待される。 

 

⇒施策・取り組み②市内事業者等との連携（協力体制の構築） 

 

（２）木更津港 CNP(カーボンニュートラルポート)の形成 

千葉県港湾課では千葉港・木更津港の CNP(カーボンニュートラルポート)構想

を進めており、木更津港の南部を形成する新富地区においては富津市の実行計画

と関係してくるので、CNPと連携して実行計画を進める必要がある。 

 

⇒基本方針②CNP（カーボンニュートラルポート）構想の推進 

⇒施策・取り組み②市内事業者等との連携（協力体制の構築） 

 

（３）藻場の保全・再生 

  漁業者のヒアリングの中で、藻場が維持されている地域、藻場が減少している地

域、また藻場の再生に取り組んでいる地域があった。一方、製造業の事業者の中に

は藻場の再生技術を研究する事業者もあり、富津市域の海岸で検証することも可

能とのこと。 

藻場はブルーカーボンといわれ、二酸化炭素の重要な吸収源の一つであり、ま

た藻場の保全は、漁場の環境保全にも重要と考えられるので施策として検討して

いく。 

 

⇒基本方針⑤森林吸収・ブルーカーボンの促進 

⇒施策・取り組み⑦森林資源・海洋資源等の保全を通した二酸化炭素吸収源  の

確保 

 

 以上の結果を、市民アンケートの結果も含め、アンケート・ヒアリング結果及び富

津市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）で示す施策の基本方針並びに具体的

な施策・取り組みとの関係を 1-2で図にまとめている。 
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巻末資料 用語集 

 

 

 

 

行 用語 解説 

A 

｜ 

Z 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

BAU 

(現状趨勢ケー

ス) 

現在実施している温暖化対策のままで、今後追加的な対策を見込ま

ないケース。 

BCP 

(事業継続計画) 

万が一、地震等の自然災害、感染症の蔓延、テロ等の大事件が発生し

ても、重要な事業を中断させない。または、中断した際も可能な限り

短い期間で復旧させる為の方針体制、手順等を示した計画。 

CNP 

(カーボンニュート

ラルポート） 

港湾地域の脱炭素化。我が国の産業や港湾の競争力強化と脱炭素 

社会の実現に貢献するため、脱炭素に配慮した港湾機能の高度化や  

水素燃料等の受入環境の整備等を図る。 

EMS 

(エネルギー 

マネジメント 

システム) 

センサーやIT技術を駆使した電力消費量の見える化（可視化）や、再

生可能エネルギーや蓄電池の機器の制御により効率的なエネルギー

の管理・制御を行うシステム。用途に応じて、BEMS（ビル）、HEMS

（家庭）、FEMS（製造業）、VEMS（農業）などがある。 

EV 

(電気自動車) 

蓄電池に蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車。走行中に二

酸化炭素や排気ガスを出さない、騒音が少ない等のメリットがある。 

FCV 

(燃料電池 

自動車) 

燃料電池内で、水素と酸素が化学反応することで発電した電気エネル

ギーでモーターを回して走る自動車。水素ステーションで水素、空気

中から酸素を補給する。 

FIP 

(フィードイン 

プレミアム) 

「基準価格」と市場価格等によって設定された「参照価格」の差分を

「プレミアム」として再エネ事業者がもらう制度。再エネ発電事業者は、

電気を売った価格にプレミアムが上乗せされた合計分を収入として 

受け取ることができる。 

FIT 

(固定価格 

買取制度) 

再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定

期間買い取ることを国が約束する制度。 

IPCC 

(気候変動に関す

る政府間パネル) 

人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和策に関し、科学的、  

技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的と

し、１９８８（昭和63）年に国連環境計画（UNEP）と世界気象機関

（WMO）により設立された組織。 
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行 用語 解説 

A 

｜ 

Z 
PPAモデル 

(電力販売契約) 

企業・自治体が保有する施設の屋根や遊休地をPPA事業者が借り、

無償で発電設備を設置し、発電した電気を企業・自治体が施設で使う

ことで、電気料⾦とCO2排出の削減ができる。設備の所有は第三者

（事業者または別の出資者）が持つ形となるため、資産保有をすること

なく再エネ利用が実現できる。 

SDGｓ 

(持続可能な 

開発目標) 

2015年９月の国連サミット加盟国の全会一致で採択された「持続可

能な開発のための2030アジェンダ」に記載された、17のゴール、

169のターゲットから構成される、2030年までに持続可能でより 

よい世界を目指す国際目標。 

UNFCCC 

(国連気候変動 

枠組条約) 

大気中の温室効果ガスの濃度の安定化を究極的な目的とし、気候  

変動がもたらす悪影響を防止するための国際的な枠組みを定めた 

条約。197ヵ国・地域が締結・参加している。 

ZEB 

(ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ビル) 

「ゼブ」と呼び、断熱性能を高めること、省エネ、創エネを通して、建物

で消費する年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロ以下にする  

ことを目指した建物。 

ZEH 

(ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス) 

「ゼッチ」と呼び、断熱性能を高めること、省エネ、創エネを通して、  

年間の家庭で消費するエネルギー消費量の収支を実質的にゼロ以下

にする住宅。 

あ 

エコツーリズム 

地域ぐるみで自然環境や歴史文化など、地域固有の魅力を観光客に

伝えることにより、その価値や大切さが理解され、保全につながって

いくことを目指していく仕組み。 

温室効果ガス 

温室効果をもたらす大気中に拡散された気体のこと。産業革命以降、

代表的な温室効果ガスである二酸化炭素やメタンのほかフロンガス

などは、人為的な活動により大気中の濃度が増加傾向にある。    

京都議定書では、温暖化防止のため、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒

素のほか代替フロン等ガス（HFC類、PFC類、SF6 ）が削減対象の  

温室効果ガスと定められた。 

か 

気候変動 

大気の組成を変化させる人間活動に直接または間接に起因する気候

変化のことで、それと同程度の長さの期間にわたって観測される自然

な気候変動に加えて生じるもの。近年では、地球温暖化と同義語とし

て用いられることが多い。 
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行 用語 解説 

か 

環境教育 

持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他の

あらゆる場において、環境と社会、経済及び文化とのつながりその他

環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全に 

関する教育及び学習。 

さ  
再生可能 

エネルギー 

資源に限りのある化石燃料とは異なり、一度使用しても比較的短期間

に再生が可能で繰り返し利用できるエネルギー。太陽光・風力・水力等

がある。 

自治体排出量  

カルテ 

都道府県別エネルギー消費統計、温室効果ガス排出量算定・報告・  

公表制度に基づく事業所排出量、固定価格買取制度等の公表データ

をもとに環境省が参考ツールとして示しているデータ。 

自然冷媒ヒート 

ポンプ給湯器 

エコキュートと呼ばれている。エコキュートはヒートポンプ技術を利用

してお湯をつくる高効率給湯機。ヒートポンプは熱を移動させる技術

で、空気の熱をくみあげて給湯に必要な熱をつくることである。空気

の熱を利用するので、１の投入エネルギーに対して３の熱エネルギー

を得ることができる。 

省エネ 
石油、石炭、天然ガス等限りあるエネルギーが無くなってしまうことを

防ぐため、エネルギーを効率よく使うこと。 

３R 

Reduce：ごみを減らす、Reuse：ものを再使用する、Recycle：  

ごみを再生利用する、これらの頭文字をとって「３Ｒ(スリーアール)」と

呼ぶ。 

森林吸収 

森林を構成する樹木が、光合成により二酸化炭素を吸収するととも

に、酸素を発生させながら炭素を蓄えること。吸収量は、樹種や林齢

によって異なる。 

ゼロカーボン 

温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収量」を

差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。カーボンニュートラルと

も呼ばれる。 

ゼロカーボン 

シティ 

2050年に温室効果ガスの排出量または二酸化炭素を実質ゼロに 

することを目指す旨を宣言した地方自治体のこと。 

創エネ 

太陽光や風力、地熱などの自然エネルギーや火力発電から発生する

CO2 を減らす技術、水素エネルギー技術などの低炭素エネルギー  

技術を開発し普及させること。 
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行 用語 解説 

た 
太陽光発電 

太陽光の光エネルギーを、太陽電池を用いて直接的に電力に変換  

する発電方式。 

太陽熱 
太陽の熱を使って温水や温風をつくり、給湯や冷暖房に利用するシス

テム。 

脱炭素 
地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を防ぐため、石炭や石油

等の化石燃料からの脱却を目指すこと。  

地域循環共生圏 

各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・

分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え 

合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え

方。 

蓄エネ 

エネルギー貯蔵技術。出力が変動してしまう自然エネルギーを使いこ

なすための必須の技術として、大容量化や低コスト化の技術開発を 

促進することが必要とされている。 

蓄電池 
電気を蓄えておくことのできる装置。例えば、太陽光発電では、昼に

つくった電気を蓄えておき、夜や非常時に使用することができる。 

地中熱 

浅い地盤中に存在する低温の熱エネルギー。 

大気の温度に対して、地中の温度は地下10～15mの深さになると、

年間を通して温度の変化が見られなくなる。そのため、夏場は外気温

度よりも地中温度が低く、冬場は外気温度よりも地中温度が高いこと

から、この温度差を利用して効率的な冷暖房等を行う。 

ま 

木質バイオマス 

木材からなるバイオマスのこと。主に、森林を伐採したときに発生する

枝・葉などの林地未利用材や、製材工場などから発生する樹皮やおが

くずなどの製材工場端材、住宅の建設や解体の際に発生する建設  

発生材などがある。 


